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2012/04/17 プロジェクトチーム会議資料

地域比較カルテの活用について

～分野・地域・時期を横断した
情報共有による地域マネジメント～

新たな行政サポートシステムの展望

島根県中山間地域研究センター
地域研究スタッフ
研究企画監 藤山 浩

１．時代のミッションを共有する

迫る「2015年危機」と

待ったなしの次世代定住
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島根県中山間地域町村部の人口ピラミッド（２００５年、国勢調査） 女

男
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た
世
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２００５年 「昭和ひとけた」70～79歳

31,801人
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島根県中山間地域町村部の人口ピラミッド（２０１５年推計） 女
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２０１５年 「昭和ひとけた」80～89歳

20,753人
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島根県中山間地域町村部の人口ピラミッド（２０２０年推計） 女

男

昭
和

ひ
と
け
た
世
代

２０20年 「昭和ひとけた」 85歳以上

15,707人
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美鈴が丘団地 1988年
（国土交通省国土計画局）
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2015年、団地の高齢化率が中山間地域を超える！
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中山間地域町村

あさひが丘

くすのき台

五月が丘

美鈴が丘

東日本
大震災

1960
年代

1970
年代

現在

2010
年代

安価な食糧・
石油・資源

木材輸入
自由化
1964年

エネルギー革命

臨海工業地帯の発達

人口の都市集中

人口の都市流出

「過疎」 「過密」

昭和ヒトけた
世代

すでに
25~35歳
で残存

郊外団地過疎法1970年主
力
世
代

引退局面

過疎対策
（社会資本整備）

「集落の限界」

30歳で入居

60歳定年

高齢化

高齢化

「団地の限界」

大量消費

（石油）文明の
発達

「地球環境の限界」

「集中型国土構造
の限界」

中国等の
経済成長

消費型ライフ
スタイル
（３Ｃ＝車、
クーラー、
カラーテレビ）

資材
需要

農林業衰退

地球温暖化
等の深刻化

＜中山間地域＞ ＜ 都 市 ＞ ＜ 海 外 ＞

不
在
地
主

●
欧
米
で
の
田
園
回
帰

２０１５年
危機

求められる持続可能な地元と国土の創り直し

「循環の経済」に向けて～「規模の経済」＋「範囲の経済」

＜自給の経済＞
まとまり

＜規模の経済＞
分断

＜循環の経済＞
つながり

年代

時期

国土構造

配置

規模

分野

空間連携

基本単位

～1959年 1960年～2010年 2011年～

戦後復興～ 高度経済成長～ 東日本大震災～

都市・農山村均衡 臨海大都市集中 田園回帰（郷還り）

分 散 集 中 ＋分散化

中小規模 大規模 ＋小規模

多様性 専門化 ＋複合化

地方都市圏 遠隔化 ＋近隣循環

地方都市＆地元 全国一律&ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
郷（=地元循環圏）
＆都市ﾊﾟｰﾄﾅｰｴﾘｱ

「
範
囲
の
経
済
」
圏

災
害
へ
の
脆
弱
性

環
境
の
限
界

無
縁
社
会
化

地
元
経
済
の
衰
退

持続性危機

経済原理

地球6層の循環圏

日本

弥栄＝「郷」
（一次生活圏）

集落

世帯

パート
ナーエ
リア郷の駅

浜田＝地方都市
（二次生活圏）

地方都市も
含めた
循環拡大

大都市

地元循環圏
の再構築

＜従来＞

人口還流

海外・大都市からの非再生エネルギー、食料、工業製品
の大量流入＋中山間地域の条件不利（小規模・分散性）

地球
温暖化

再生可能資源

大規模
災害

「循環の経済」

「規模の経済」
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２．定住の目標を共有する

人口1,000人当たり
毎年２組、10人の

子連れ＆若者ターン増加
で変わる

地域の未来シナリオ

１．現在の年齢構成（奥出雲町阿井地区、以下同じ）

現在、人口1,750人、高齢化率36％
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図③ ２０１０年人口ピラミッド（国勢調査）
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２．年齢階層別の人口増減（流出入）率
＊５年前の５歳若い集団との比較
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図① コーホート変化率
（各年齢層別５年間変化率、2005～2010年国勢調査）

男 女

10代後半と30代後半の女性流入がやや目立つ

３．現状推移シナリオ（2000～2005年動態が継続）
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図② 今後の人口予測（現行推移モデル） 人口

高齢化率

このまま推移すると20年で人口が３分の２未満！？
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４．小・中学生の人口予測（現状推移シナリオ）
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図⑤ 小・中学生人口の将来予測（現行推移モデル）
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長期的に小・中学生数の下げ止まりが見えない！？

５．U&Iターン増加シナリオ ●
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図② 今後の人口予測（子連れ+20代前半夫婦） 人口

高齢化率

高齢化率が上げ止まり、人口減少が緩やかに

６．2025年の予測年齢構成（U&Iターン増加シナリオ）
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図⑤ 小・中学生人口の将来予測（子連れ+20代夫婦+退職夫婦)
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小・中学生の数も長期的に安定

全県定住カルテ・マップ分析 ①人口増減率
（2005～2010年）

地域政策課と全市町村と共同して今年度初めて作成

＊
小
学
校
区
・公
民
館
区
等
の
基
礎
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
単
位



2012/4/25

6

全県定住カルテ・マップ分析 ②子ども数増減率
＜４歳以下人口、2005～2010年）

全県定住カルテ・マップ分析
③必要子連れターン組数（毎年）

中山間
226
地区
＊激増１
地区を除
く

平均世帯
数

平均人
口

人口
増減
率

平均
高齢率

平均小学
生数

子連れ＆
若者ター
ン平均必
要増加数
（合計）

2005 518戸 1471人 36.5％ 77人 年間2.4
組・13人

増
（年間

542組増
加）

2010 504戸 1370人 -6.9% 38.4％ 66人

2020
（予測）

1150人 -
16.0 %

43.0％ 51人

定住人口カルテによる2005年、2010年、2020年比較

このまま進むと2020年には、大幅な人口減少・高齢化・少子化に見舞
われる。
＊2005～2010年の人口動態が継続したと仮定して計算した速報値

急速な
人口減少
・高齢化

＜３つの定住条件の複合的悪化＞

生活の持続性危機
地元の暮らしを支えるコミュニティ、交通、商業、医療、
福祉の担い手不足、拠点閉鎖

産業の持続性危機
農林業を中心に担い手がいなくなり、需要の減少により
個々の事業体の採算性が悪化

環境の持続性危機
耕作放棄やナラ枯れの発生、鳥獣被害の増大傾向、進
む土地所有者の不在化



2012/4/25

7

地元の安定した暮らし
＝定住

各分野が揃った
バランスの良い

生活サービスの提供

多様な
雇用・収入の

機会

営

農

商

業

交

通

エ
ネ
ル
ギ
ー

資
源
保
全
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祉

施
設
管
理

会

計

防
災

加

工

観

光

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

複合的な事業連携・
組織化の仕組み

●課題：単独事業での持続性、収益性、雇用力の低下

基礎的な生活圏（定住圏） 参考図１

３．まず、県庁で
地域・分野・時期を横断した
情報共有の仕組みを創る！

従来からの３つの課題
①ＧＭ＝「現場を見ない」
→地域に密着した情報集約が不足
②ＴＷ＝「縦割りが優先」
→分野ごとに情報がバラバラ
③ＫＺＮ＝「継続性が無い」
→担当が変わるとわからなくなる

地域比較
カルテ

自己診断
カルテ

事例・人材
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

行政ｻﾎﾟｰﾄ
カルテ

マップ on  しまね、ｌｇネット、インターネットでの情報発信・共有

i-
pad

現状分析（分野横断）

サポート履歴（分野横断）

課題分析（重要テーマ）

課題分析（分野横断）

県職員 市町村職員 地域住民

地域比較カルテ の使い方

●地域単位＝全県中山間地域の基礎的なコミュニ
ティの２２７エリア（公民館区など）

①地域状況の総合的な診断・予測
→人口増減、高齢化率、若年層、定住状況＆必要数

②各分野・部局ごとの地域診断
→政策目標の達成状況、対象人口・世帯の分布等

④重点地区の選定、継続的な評価フォロー
→緊急性、モデル性、到達度等による選定と評価

③分野を横断した定住条件等の洗い出し
→総合的な政策体系、施策複合化、条件整備など
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中山間地域の基礎的なコミュニティ（２２８エリア）
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地域診断カルテの全体コンセプト

集落

地区
（基礎共生圏）

市町村

島根県・県内各機関

【作成のねらい】 自己診断・生活条件づくりに向けたカルテ

【期待される成果】 生活実態に根ざした詳細データの診断

【必要な体制】 地区範囲でのカルテ運営体制の確立

【作成のねらい】 地域比較・地域分析・
定住促進に向けたカルテ

【期待される成果】 詳細データを活用し
た定住分析、地域類型化

【必要な体制】 分野省庁横断的なPJ
チームによるデータ分析と現場支援

川上から
の展開

川下から
の展開

地域比較
ｶﾙﾃ

定住
ｶﾙﾃ

自己診断
ｶﾙﾃ

デ
ー
タ
共
有

地域比較カルテの利活用イメージの共有⇒基礎データの模擬演習（実態把握・分析）
現場への後方支援から実態分析に至までの人員確保、役割分担体制の確立体制整備

必要な
体制整備

コア
グループ

調査のみならず、調査→診断→行動までをワンセットにした展開
行政―住民相互が主導し、支援し合う一体的な調査の実施

ＰＪ
チーム

相
互
支
援

46

地域診断カルテの運用体制

現地では地区（基礎共生圏）の範囲でコアグループを結成し自主運用を尊重

診断から具体的行動に結びつけるために行政ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑによる後方支援を展開

集落

コア
グループ

ＰＪ
チーム

地区範囲の
コミュニティ組織

市町村

島根県

地域比較
ｶﾙﾃ

定住
ｶﾙﾃ

自己診断
ｶﾙﾃ

新規移住
検討者

公開

後方支援

事務担当者
（支援員・協力隊等）

データ提供による情報充実化

自
己
診
断

調
査
委
任

調
査

活用

具
体
的
な
地
域
づ
く
り
の
実
践
を
展
開

地
域
事
情
に
根
ざ
し
た
政
策
形
成

政
策
提
案

47

現場での自己診断カルテ作成と必要な後方支援

現場レベルではあくまで地域づくりの一環としてカルテを作成（自己目的化しないこと）

PJチームによる後方支援：現地と役割分担しつつ共同調査の形式で関与

は
じ

め
る ふ

か

め
る

つ
な
ぐ

た
ち
あ

げ
る

地域づ
くりの
環

コア
グループ

結成

地域の未来像を描く

•開放的・創造的な話し合い
•お茶のみ井戸端会議

・・・など

もっと地域を知る

•アンケート調査
•聞き取り調査
•ワークショップ
•地元学

・・・など

自己診断
ｶﾙﾃ

作成

未来像に向けた道筋を描く

•自己診断による将来目標の設定
•小さな成功体験の積み重ね
•地域の未来図発表会 ・・・など

産直

空家活用 自主防災

ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾊﾞｽ

き新しい動き
地域比較
ｶﾙﾃ

調査設計・データ分析支援

ファシリテーション
支援

デ
ー
タ
分
析

行政ＰＪ
チーム

地域を知る

•郷あるき
•お宝さがし
•地域行事カレンダー
•既存データ収集

・・・など

行政 地域 48

作成：生活カルテは、アンケートデータを主に年齢クロスによるグラフで整理し提示

診断：コアグループを中心に地域の現状と課題を読み取る作業（分析）を実施

分析メモ： 分析メモ： 分析メモ：

生活カルテ1：世帯 生活カルテ2：福祉 生活カルテ3：買い物・医療

客観データを概略化し地区・集落単位の地域比較カルテに蓄積

自己診断カルテのイメージ①
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※図はイメージです。
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作成：防災・鳥獣カルテはWS形式によるデータ収集を行い結果を地図で提示

診断：コアグループを中心に課題や対策検討用の資料として地図データを活用

防災カルテ 鳥獣カルテ

客観データを概略化し地区・集落単位の地域比較カルテに蓄積

自己診断カルテのイメージ②

【凡例】 目撃地点 現設置箇所 設置必要箇所【凡例】 一時避難箇所 避難経路 危険箇所

一時避難箇所

一時避難箇所

一時避難箇所

※図はイメージです。
50

既存データの重ね合わせにより一定程度の基礎政策目標・水準の判断が可能

結果の解釈が困難な場合は、他の独立・詳細データを活用した分析が必要

2次3次医療機関

※薄赤→赤→黒の順に高齢化率が高くなる。

医療アクセスと高齢化率の分布図
（中山間C藤山企画監作成を模式化）

例えば、医療アクセスに対応した高齢者支援や次世代定住条件を考える場合・・・

医療機関30分アクセス不可能
な地域に高齢化集落が集中？

医療アクセスと高齢化率との
説明がつかない集落も多い・・・

次
世
代
定
住
に
向
け
て

医
療
機
関
30
分
ア
ク
セ
ス

●
●
％
の
達
成水準

基礎政策
目標・水準

外れ値の
要因把握
も必要！

例えば…

（高
）←

高
齢
化
率

→

（低
）

（近）← 医療アクセス →（遠）

地域比較カルテの分析イメージ①

●カルテの政策活用イメージ（藤山）
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急激に高まる

閾値（次世代定住の
限界値）は？

政策水準設定
例）30分アクセス
率●●％

政策重点目標
例）医療、買い物
教育の３点セット
が有効）

３．集落の縁辺性と集落人口・世帯数増減、高齢化の関係

比較年次：1999年と2004年、GISソフトはMapinfo Professional 7.5
道路ネットワークデータ：2002年（中間時）

（１）DID（人口集中地区）からの到達時間
①DIDからの最短到達時間圏域を５分刻みで描画
②集落ポイントとオーバーレイ
③到達時間→集落データベース

（２）合併前市町村役場からの到達時間
①各市町村役場からの最短到達時間→集落データベース
＝「ACT距離計算パッケージ」使用

（３）幹線道路からの到達距離
①12時間通行量が1,000台以上の道路区間を検索（国道・県道）
②５つのバッファゾーンを描画
（0.5ｋｍ以内，1ｋｍ以内，2ｋｍ以内，4ｋｍ以内，４ｋｍ超）
③集落ポイントとオーバーレイ
④到達時間→集落データベース
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①DID（人口集中地区）の中心（市役所等）への到達時間
と人口・世帯増減、高齢化との関係～３０分台が分かれ目

通勤圏と想定
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②市町村役場（合併前）への到達時間
と人口・世帯増減、高齢化との関係～１０分が分かれ目

③幹線道路（１２時間交通量1,000台以上：朝７時～夜７時）

への距離と人口・世帯増減、高齢化との関係～１ｋｍが分か
れ目
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④総合的な縁辺性と定住～２つ以上の縁辺性が重なる
集落で、人口・世帯減少率が高く、高齢化が進行
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DID ３９分以内 ４０分以上

役場 ９分以内 １０分以上 ９分以内 １０分以上

幹線 １未満 １以上 １未満 １以上 １未満 １以上 １未満 １以上 （ｋｍ）

６．1次・２次医療機関への複合的な到達時間と人口増減、高齢化率の関係

＊大字町丁目ごとに到達時間を算出し、集計（データ秘匿地域を除く）

２次医療 ２９分以内 ２９分以内 ３０分以上 ３０分以上

１次医療 ９分以内 １０分以上 ９分以内 １０分以上

８市町全体の集計では、２次医療機関から29分以内かつ１次医療機関から９分以内の類型においては、
他の類型と比較して、人口減少率・高齢化率が共に低い傾向が明確となっている。
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・
・

独立・詳細データの積載により説明困難だった事象の「第三の要因」の発見が可能

第三の要因発見により基礎政策目標に加えセット政策目標の提案が可能

医
療
・
購
買
・

教
育
の
３
点

セ
ッ
ト
支
援

公
共
交
通
と

地
域
自
主
交
通

の
セ
ッ
ト
支
援

・・
・
・

・
・
・

・
・

・

・

基本政策目標

医療機関へのｱｸｾｽﾚﾍﾞﾙ

高
齢
化
率

地域比較
ｶﾙﾃ

購買等
のｱｸｾｽ
ﾚﾍﾞﾙ

新たな指標を
入れてみる

※上図の相関ボックスはあくまでイメージです。

受診者の
自力運転
者割合

分散した独立ﾃﾞｰﾀ

自己診断ｶﾙﾃ
の詳細ﾃﾞｰﾀ

セット政策
目標・水準

セット政策
目標・水準

例えば…第三軸を入れ
た立体的な分
析

地域比較カルテの分析イメージ②

62

地域比較カルテを一部公開することで定住希望者への地域情報の事前提示が可能

インターネットによる検索方式で平易な情報収集・地域比較が可能

①条件入力

②条件合致した集落がﾘｽﾄｱｯﾌﾟ

③
ク
リ
ッ
ク
し
て
詳
細
情
報
表
示

【記載情報】

地区（集落）概要／Iターン者受入実績／周辺施設地図／地域活動
集落の役・ルール・習慣／問合せ行政窓口 ※市町村の空家バンクとのリンクも検討

定住カルテの活用イメージ

※図はイメージです。

63

資料：自己診断カルテの基礎データ項目

生活カルテ

（世帯）

生活カルテ

（福祉）

生活カルテ

（買い物・医療）
防災カルテ 鳥獣カルテ

年齢・性別・集落 年齢・性別・集落 年齢・性別・集落 危険箇所 鳥獣目撃地点

世帯人数 生活満足度 主な買い物先 避難箇所 鳥獣被害田畑

独居・高齢のみ世帯の

近親者帰省頻度

生活の困りごと 医療の主な受診先 避難経路 防護柵等設置箇所

子育ての困りごと 移動手段（医療機関） 要支援者

子どもの通学手段 支援者

備品の所在

世帯状況から、「一つの
家庭の生活を地域ぐる
みで支える」必要性につ
いて検討可能になる

具体的な生活の悩みご
とを調べることで、生活を
支えるための具体的メ
ニューが検討可能になる

移動範囲を調べることで、
地域内交通網と地域内
に必要な生活サービス
が検討可能になる

地図上に記載することで
災害時に必要な体制の
検討、および迅速な対
応が可能になる

地図上に記載することで
鳥獣被害の原因把握や
必要な鳥獣対策を地域
全体で検討可能になる

データ・カルテ項目は上表を参考にあくまで現地（コアグループ）側で決定
現地の求めに応じて、その他のカルテ、マップ、WS等の整理図も作成
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資料：地域比較カルテの基礎データ項目

基礎データ 生活データ 防災データ 農業データ その他データ

人口 近隣医療機関 地滑り危険指定箇所 集落営農組織 将来予測人口

世帯数・平均世帯数 近隣の日用品購買先 河川堤防危険箇所 中山間等直払エリア 将来予測高齢化率

高齢化率・人口増減率 近隣の学校 指定避難箇所 農地・水共同活動エリア 地域活動事例組織

人口・世帯増減率 最寄の交通機関 防災拠点 農林業センサスデータ 目標定住人口

独居・高齢のみ世帯の

近親者平均帰省回数

主な買い物先 一時避難箇所 鳥獣出没・被害状況 直近のUIターン者構成

医療の主な受診先 要支援者／支援者割合 鳥獣対策状況 地域づくり人材配置状況

移動手段（医療機関） 地域防災対策状況 農地管理方法 地域自主組織設置状況

子どもの通学手段 農地貸付意向 地域自主組織活動状況

既存データ（上段部分含む）をデータベース化・地図化により集積中
自己診断カルテからのデータ積み増し（下段部分）により分析指標を充実化


